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研究成果の概要（和文）：本研究は、鋼繊維補強セメント系複合材料(SFRCC)の内部で、接触し合う繊維が形成
する導電経路を利用し、ひび割れによって導電経路が分断されて生じる電気抵抗値により、材料そのものをひび
割れセンサとして利用することを検討したものである。数値計算によるシミュレーションおよび実験結果から、
導電経路が形成され、且つ1～2mmのひび割れに対して顕著な電気抵抗値の上昇がみられる繊維混入率が特定でき
た。しかしながら、実験結果の再現性が低く、更なる検討が必要であることがわかった。

研究成果の概要（英文）：This study investigated the use of steel fiber reinforced cementitious 
composites (SFRCC) as crack sensors by utilizing the conductive paths formed by contacting fibers 
inside the composite. From numerical simulation and experimental results are able to identify the 
fiber content at which a conductive path is formed and a significant increase in electrical 
resistance is observed for crack width of 1 to 2 mm. However, the reproducibility of the 
experimental results was low, indicating that further investigation is needed.

研究分野： 建築構造材料

キーワード： 繊維補強　ひび割れ幅　電気抵抗率　導電経路　パーコレーション転移　繊維配向性

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
長寿命な建築物を実現するには、高性能な材料はもちろんの事、定期的なメンテナンスが必要不可欠である。将
来的に鋼繊維補強セメント系複合材料(SFRCC)といった繊維補強系材料が建築構造物に適用される事例は増加し
ていく事が考えられるため、これらの材料に対応した非破壊性能評価手法の確立の準備が必要である。本研究で
得られた、SFRCCを導電経路として利用するための体積繊維混入率や、ひび割れに対する電気抵抗率としての応
答性は、非破壊性能評価の基礎的情報として資するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 

１．研究開始当初の背景 

環境負荷軽減やライフサイクルコスト削減の観点からコンクリート構造物の長寿命化に関す
る研究が近年行われている。長寿命な構造物を実現するためには、生じた損傷に対して放置す
ることなく迅速な補修が必要不可欠である。セメント系材料に導電体としての性質を付与させ
ることが可能であれば、材料そのものがセンサとして機能し、構造体に別途センサ等を取り付
けなくとも、ひび割れ等損傷を電気抵抗として検知することが可能になるのではないかと考え
た。そこで、研究代表者が以前より研究対象としている繊維補強セメント系複合材料の中でも、
導電性が期待できる鋼繊維補強セメント材料（以下、SFRCC：Steel Fiber Reinforced 

Cementitious Composites）を本研究の主な対象とした。 

 

２．研究の目的 

例えば、電気の通らない材料に導電物質を混ぜ続け、ある濃度に達した途端に通電するとい
った、材料の性質が急変するような現象はパーコレーション転移として知られている。したが
って、モルタル中に鋼繊維を混入させる SFRCC においても、同様にパーコレーション転移が
生じ、接触し合う鋼繊維によって導電経路が形成される可能性がある。本研究では、SFRCC

を用いた試験体内部でパーコレーション転移が生じる、即ち、多数の導電経路が形成される様
な体積繊維混入率を導電試験によって明らかにする。さらに、導電時における SFRCC の一軸
引張試験を行い、ひび割れ幅－抵抗率関係を明らかにすることを目的とする。また、試験体を
模した三次元空間内の導電経路の形成、およびひび割れ幅に応じた導電経路の断線の程度につ
いて、数値計算によるシミュレーションを行い、実験結果との比較検討を行う。 

 

３．研究の方法 

(1) 導電経路のシミュレーション 
SFRCC が電気的なパーコレーション転移を生じる体積繊維混入率を数値計算によるシミュ

レーション解析によって、明らかにする。後述する導電試験に用いる試験体と同寸法である
40×40×160mmの角柱形の空間内に、太径繊維（径 0.16mm, 長さ 13mm）の 1種のみ、また
は、太径繊維と細径繊維（径 0.05mm, 長さ 2.5mm）の 2種について、任意の体積繊維混入率
に相当する繊維本数をランダムに分散させる。これによって、接触し合う繊維によって、角柱
形の空間の軸方向（長辺方向）に導電経路（クラスター）が形成される体積繊維混入率の見込
みを立てる。また、ひび割れが導電経路に与える影響についても検討を行う。 
 
(2) 導電試験 
セメント系材料の電気抵抗値を測定する一般的

な方法は、大きく分けて 2端子法と 4端子法が知
られている。本研究では、土土木学会規準「四電
極法によるコンクリートの電気抵抗率試験方法」
（引用文献①）に準拠しながら実験を行う。しか
しながら、4 端子法は試験体の任意に電位差電極
を設けるため、測定の主対象である鋼繊維が形成
する導電経路の電気抵抗値を測定するには適して
いない。したがって、本研究では LCR メータを
用いた電位差電極と電流電極を共有する 2端子法
を採用した。SFRCC の導電試験対象となる試験
体は 40×40×160mmの角柱形とし、導電試験は図
1 に示すような固定装置に試験体を入れて行う。
電極が接する両端面については、導電経路となる
繊維の断面が露出するように、予め研磨を行って
いる。測定の際には、ゲル状電解質を含侵させた
ガーゼを試験体両端に貼付し、電極となる銅板を、絶縁体であるアクリル板を介して固定装置
の両端に設けたネジによって圧着させ、接触抵抗の影響が極力小さくなるように配慮した。ま
た、試験体に直流電流を供給した場合、電流電極や電位差電極の表面において過大な分極が生
じることで測定結果に誤差を生じさせる可能性があり、測定結果に誤差を生じさせる可能性が
あることから、本研究においても交流電流とし、安全面を考慮して交流電流は 5V 印加するも
のとした。また、試験体の含水率が抵抗値に大きな影響を与えることが既往の研究（引用文献
②）でも明らかになっているため、105℃に保った乾燥炉で 24時間乾燥させ、絶乾状態とした。 
 
(3) 導電下における一軸引張試験 
 SFRCC の一軸引張試験によって、ひび割れに伴う抵抗率の変化を測定する。引張試験体は
図 2 に示す形状とし、試験体の中央部周囲にはひび割れを誘発させるために、深さ 3mm の切
り欠きを設けている。加力には図 3に示す治具に試験体を取り付け、導電試験と同様に電極を

 

図 1 導電試験装置 
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圧着し、LCRメータと接続する。試験体と治具が接触しないように、アクリル板およびゴム板
で絶縁し、ひび割れ幅を測定するパイ型変位計設置用の取り付けコマも塩化ビニル樹脂で作製
した。引張試験の支持条件はピン－固定とし、載荷速度は 0.5mm/min とした。測定項目は試
験体中央部の両面に取り付けたパイ型変位計により測定される、ひび割れ幅および LCR メー
タによって測定される抵抗値である。また、前述した導電試験と同様、試験体の端面処理と乾
燥処理を施している。 

４．研究成果 

(1) 導電経路のシミュレーションによるパーコレーション転移が生じる体積繊維混入率およ

び、ひび割れ幅に伴う抵抗率の挙動の推定 

 図 4 は 40×40×160mm の角柱形試験体を想定した空間内に太径繊維（径 0.16mm, 長さ

13mm）を分散させたシミュレーション結果の一例であり、接触し合う繊維で形成されるクラ

スターの内、最大のものを抽出して画像に示している。クラスターの大きさは体積繊維混入率

が 1.30%を境に急激に大きくなり、体積繊維混入率が 1.75%の場合では、空間全体にクラスタ

ーが波及し、導電経路の形成が見て取れ、パーコレーション転移が生じていると判別できる。

それに対し、1.30%の場合は導電経路の形成が不十分となっている。この結果から、太径繊維

1 種のみの SFRCC の場合、パーコレーション転移が生じる閾値である体積繊維混入率をより

詳しく解析したところ、1.70%で十分に導電経路が形成されることがわかった。ここで、ひび

割れに伴い繊維が引き抜かれる事で、

ひび割れ面における見かけの繊維混

入率が閾値を下回った場合、導電経路

が分断される事が考えられるため、形

成された導電経路がひび割れによっ

て失われる挙動を把握するために、空

間内の中央に疑似的にひび割れを発

生させた。図 5にひび割れシミュレー

ションの結果を示す。図中の青いクラ

スターは、赤いクラスターと分断され

ていることを示している。まず太径繊

 

(単位：mm) 

 

図 2 引張試験体形状 図 3 引張試験加力装置 
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図 4 パーコレーション転移の一例 
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図 5 ひび割れシミュレーションの結果 
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維 1種の場合、閾値よりも十分に大きい 

VfB =3.0%であれば、繊維の長さ 13mm の

半分である 6.5mm までひび割れが拡大し

導電経路であるクラスターが分断される

ことがわかった。VfB =1.70%の場合、導電

経路が形成される閾値ということもあり、

ひび割れ幅がより小さい 3.5mm でクラス

ターが分断された。また、閾値よりも小さ

い VfB =1.20%に細径繊維を VfS =0.2%添加

させたところ、導電経路を形成することが

わかった。この場合、ひび割れ幅が 2.5mm

でクラスターが分断された。以上より各パ

ラメータにおける、ひび割れ幅－引抜繊維

本数関係を図 6に示す。なお、縦軸は引抜

繊維本数を、ひび割れ位置における健全時の繊維本数で除すことで基準化している。抵抗値が

ひび割れを架橋する繊維本数に依存すると仮定すれば、抵抗値－ひび割れ幅関係も概ね同様の

傾向であると考えられるため、太径繊維と細径繊維を組み合わせたハイブリッド SFRCC が、

ひび割れセンサとして適している結果となった。 

 

(2) 導電試験の結果 

 前述したシミュレーションの結果を踏まえて、導電試験により得られた太径繊維 1種のみを

混入した SFRCCの抵抗率－体積繊維混入率関係を図 7に示す。体積繊維混入率が大きくなる

ほど、抵抗率が小さくなる傾向が見られるが、体積繊維混入率が 2.25～2.75%において、ばら

つきが特に大きい結果となっている。0～2%については、導電経路の形成に依らずに、単純に

体積中に占める鋼繊維の割合が増えるにつれて、抵抗率が小さくなったと考えられ、抵抗率の

値自体も導電体と呼べるレベルではない。2.25～2.75%では導電経路の形成がされるか否かの

境目であり、抵抗率が安定しなかったものと考えられる。3%以降は抵抗率が小さく、かつ安定

して測定できていることから、太径繊維 1種の場合では導電経路が形成される閾値である体積

繊維混入率は 2.25～2.75%の範囲に存在するとわかった。図 8は、太径繊維の体積繊維混入率

を 1.2%に固定し、細径繊維を加えた場合の抵抗率－体積繊維混入率関係である。細径繊維を

0.3%以上加えると、急激に抵抗率が小さくなっていることが見て取れる。0.5%以降は抵抗率が

小さく、かつ安定して測定できていることから、本研究では太径繊維 1.2%に加えて細径繊維を

0.5%以上混入した場合に確実に導電経路が形成されると判断した。どちらの場合も、シミュレ

ーションにおける閾値を上回る結果となったが、これについてはシミュレーションと実際の繊

維の分散状態の差異が起因していると考えられる。 

 

(3) 導電下における一軸引張試験の結果 

 シミュレーション結果および導電試験の結果を踏まえて、体積繊維混入率を、太径繊維 3.0%、

太径繊維 1.7%、太径繊維 1.2%+細径繊維 0.2%、太径繊維 1.2%+細径繊維 0.5%の 4 つのパラ

メータについて、導電下における一軸引張試験を行った。ひび割れ幅－抵抗率関係を図 9に示

す。全てのパラメータにおいて、図 6のひび割れ幅－引抜繊維本数関係との傾向が概ね一致し

 

図 6 ひび割れ幅－引抜繊維本数関係 
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図 7 体積繊維混入率－抵抗率関係 
（太径繊維のみ） 

図 8 体積繊維混入率－抵抗率関係 
（太径繊維+細径繊維） 
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ている。太径繊維 3.0%の場合、十分な繊維量であるため、健全時抵抗率が小さいが、ひび割れ

幅の拡大に伴う抵抗率の上昇は小さく、あまり変化が見られなかった。太径繊維 1.7%の場合に

ついても、3.0%と比べて抵抗率の上昇は大きいものの、健全時抵抗率が大きく、ひび割れ幅が

3～5mm程度に拡大しなければ抵抗率としての変化を掴むことは難しい。太径繊維 1.2%+細径

繊維 0.5%の場合についても、ほぼ同様の結果となっている。太径繊維 1.2%+細径繊維 0.2%の

場合、健全時抵抗率はかなり大きいが、試験体によってはひび割れに伴い急激な抵抗率の上昇

が見られ、ひび割れセンサと見做せるような結果が得られた。しかしながら、現状では実験の

再現性が低いことが課題である。ひび割れに対して敏感に抵抗率が上昇するためには、より少

ない繊維量で導電経路を形成することが肝であるが、それに反して繊維の物理的な自由度が大

きくなることが原因と考えられ、ビニロン等の化学繊維との併用を検討し、今後の課題とした

い。 
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図 9 ひび割れ幅－抵抗率関係 
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